
５ まとめ 

 
  平成１９年度においては、発がん性等の有害性が高いと指摘されている化学

物質１０物質（２，３－エポキシ－１－プロパノール、塩化ベンゾイル、オル

ト－トルイジン、クレオソート油、１，２，３－トリクロロプロパン、ニッケ

ル化合物（ニッケルカルボニルを除く。以下同じ。）、砒素及びその化合物（三

酸化砒素を除く。）、フェニルオキシラン、弗化ビニル及びブロモエチレン）の

リスク評価を行った。 
  その結果、ニッケル化合物並びに砒素及びその化合物（三酸化砒素、アル

シン及びガリウム砒素を除く。以下同じ。）を取り扱う一部の事業場において、

二次評価値を超えるばく露が見られた。 
  このうち、ニッケル化合物については、１１事業場・計３９人について調

査を行ったところ、３事業場・計６人に二次評価値を超える個人ばく露が見

られた。これらの事業場における作業は、電池製造業務、メッキ液の製造業

務及びニッケル化合物の製造業務における粉状のニッケル化合物の取扱い作

業である。このため、粉状のニッケル化合物の取扱い作業については、局所

排気装置等の設置、作業主任者の選任、作業環境測定の実施・評価、特殊健

康診断の実施等による適切な管理が必要と考える。国は、そのため、次の関

係法令の整備を検討すべきである。 
・ 労働安全衛生法施行令別表第３の第２類物質とすること 
・ 労働安全衛生法施行令第１８条の名称等を表示すべき有害物とする

こと 
・ 特定化学物質障害予防規則第２条第１項第５号の管理第２類物質と

すること。 
・ 特定化学物質障害予防規則第３８条の３の特別管理物質とすること 

  なお、局所排気装置の性能要件、作業環境測定に係る測定分析手法及び管

理濃度並びに特殊健康診断の項目については、今後、専門技術的な検討を行

うべきである。 
  また、砒素及びその化合物については、３事業場・計２５人について調査

を行ったところ、２事業場・計２２人に二次評価値を超える個人ばく露が見

られた。これらについて、ばく露の大小について作業内容を分析したところ、

ばく露のおそれのある条件とそうでない条件を区別することができなかった。

よって、作業を限定せず、局所排気装置等の設置、作業主任者の選任、作業

環境測定の実施・評価、特殊健康診断の実施等による適切な管理が必要であ

ると考える。国は、そのため、次の関係法令の整備を検討すべきである。 
・ 労働安全衛生法施行令別表第３の第２類物質とすること 
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・ 労働安全衛生法施行令第１８条の名称等を表示すべき有害物とする

こと 
・ 特定化学物質障害予防規則第２条第１項第５号の管理第２類物質と

すること。 
・ 特定化学物質障害予防規則第３８条の３の特別管理物質とすること 

  なお、局所排気装置の性能要件、作業環境測定に係る測定分析手法及び管

理濃度並びに特殊健康診断の項目については、今後、専門技術的な検討を行

うべきである。 
また、２，３－エポキシ－１－プロパノール、塩化ベンゾイル、オルト－

トルイジン、クレオソート油、１，２，３－トリクロロプロパン、フェニル

オキシラン、弗化ビニル及びブロモエチレン並びに粉状以外のニッケル化合

物の取扱い作業、アルシン及びガリウム砒素については、リスクは低いもの

の、有害性の高い物質であることから、国は、既存の法令に基づく対応を図

るとともに、事業者においてリスク評価を実施して、引き続き適切な管理を

行うべきであると考える。 
  今回のリスク評価の結果に基づき、国は、事業者に対して、適切な管理を

行うよう指導するとともに、必要な政省令の改正等を行い、関係者への周知

徹底を図っていくことを切に願う。また、今回実施した化学物質以外で、特

別規則による規制を行っていない化学物質で、有害性の高い化学物質につい

ては、引き続きリスク評価を行っていくべきである。 
  なお、今回行ったリスク評価は、現時点において入手可能な資料・データ

を基にして評価を行ったものであり、リスク評価結果は将来にわたって不変

のものではない。このため、引き続き情報収集に努めていく必要がある。 
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